
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 北海道幌延町平成30年度
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類似団体内平均値

類似団体内の
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※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成31年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成30年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力

財政力指数 [0.23]
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財政力指数の分析欄

当町は、類似団体と比較すると、原子力研究関連施設等の立地により基

準財政収入額が高くなる傾向にあるが、平成２２年度以降の大型建設事業

の公債費算入地方債について、将来の金利動向を勘案し、最低償還年限

により発行しているため、基準財政需要額が増加し財政力指数が低下傾

向にあったが、平成２７年度以降は税収入の増加により基準財政収入額が

増加し財政力指数が上昇している。引き続き行財政の効率化を努めること

により、財政運営の健全化を図る。0.00
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [87.7%]
類似団体内順位
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経常収支比率の分析欄

これまで実施してきた行政改革により徹底した歳出の見直しや退職者の

不補充、公営企業会計公債費完済に係る繰出金減少により経常経費を削

減しているが、普通交付税などの経常一般財源の減額、近年の大型建設

事業に係る起債の元金償還金増額によって、類似団体との比較では平均

値を上回る状況にある。

今後の普通交付税の交付額によって、経常収支比率の悪化が懸念され

るため、引き続き後年度財政措置のない地方債の発行抑制等により、財政

運営の健全化を図る。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [790,433円]
類似団体内順位

139/151
全国平均
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

当町は、人口規模に対して道路や橋梁等の工作物の資産が多く、豪雪地

帯のため除排雪経費等が増嵩しており、類似団体平均を大きく上回ってい

ると思われる。

今後も適正な定員管理を行いながら、行政改革による経費削減の徹底を

図る必要がある。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.0]
類似団体内順位
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ラスパイレス指数の分析欄

近年、職員の昇給、昇格等により高所得者が増加し、類似団体を上回る

結果となっている。

今後数年間は、高所得者の定年退職により、給与水準の引き下げが見

込まれるため、類似団体平均値と同水準となるよう努める。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [30.90人]
類似団体内順位
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人口1,000人当たり職員数の分析欄

平成２３年度の町立病院の診療所化以降、類似団体平均を上回る状況

が続いている。

近年は、認定こども園の開設や定年退職者のうち専門職の前倒し採用に

より職員数が増加していたが、平成３１年度は診療所の国民健康保険直営

化により職員数が減少した。

今後は、再任用や定年の段階的引上げにより職員数が増加することが考

えられるため、適正な定員管理に努める。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.0%]
類似団体内順位
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実質公債費比率の分析欄

近年の大型建設事業実施に係る起債の元金償還のため、平成２３年度

以降に数値が上昇したが、平成２２年度に借入れた地方債の償還は平成２

７年度に完済したこと等により数値は下降している。また、地方債現在高の

うち、８割程度が基準財政需要額に算入される公債費のため、地方債現在

高の割には良好な数値になっている。

しかしながら、普通交付税の交付額によって、数値が大きく変動すること

から、今後も有利な地方債発行を優先させるとともに、減債基金への積立

てにより財政硬直化の防止を努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

今後も引き続き有利な地方債発行を優先し、各種基金の積立て、定員管

理の適正化等により、将来負担の健全化維持に努める。
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